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今後の収支見通し（経営改善策の反映等）

1 期間 平成21年度～25年度

2 前提 平成20年度予算を基に見込む。

3 収支見通し（税抜き） （単位：百万円）

※　表示単位未満四捨五入のため計数が一致しない場合がある。
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  100人規模の管理委託と15人規模の路線委譲を行う
場合の人件費を退職動向、給与の見直し、昇給、改定
等を踏まえて見込んだ。
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案１

  現行の繰入金が継続するものとして算定する。

  退職動向と現行サービスの維持に必要な人員を基本
に、給与の見直し、昇給、改定等を見込む。

  直近の調達価格を踏まえ燃料費の一層の高騰を反映
させるなど、経費全般に物価上昇を見込む。
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【参考】 H20.6.6  第3回検討会提示　収支見通し

純損益

  減価償却費、支払利息等は所要額を計上する。

  燃料費の高騰及び物価上昇を見込む。

  退職動向と現行サービスの維持に必要な人員を基本
に、給与の見直し、昇給、改定等を見込む。
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案２案１【参考】 H20.6.6  第3回検討会提示　収支見通し

案２

  乗車人員の実績及び特別乗車証の見直しを勘案して
算定する。

－

  現行の繰入金が継続するものとして算定する。

  過去の実績を踏まえて増収を見込んだ。

  過去の実績と高齢者人口の伸びを踏まえて増収を見
込んだ。

  減価償却費、支払利息等は所要額を計上する。③　その他

②　高齢者フリーパス

③　一般会計繰入金

①　人件費

②　経費

１



収支見通しに反映した主な項目

（１）現状
乗車人員及び乗車料収益について、平成17年度以降微増傾向にある。
（＊高齢者外出支援乗車事業、市バス特別乗車証及び貸切事業分を除く）

①乗車人員

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ１７→１９

3,460 3,490 3,572 －

－ 30 82 112

－ 0.9% 2.3% 3.2% 　平均伸び率１．６％

②乗車料収益

Ｈ１７年度 Ｈ１８年度 Ｈ１９年度 Ｈ１７→１９

5,673 5,717 5,758 －

－ 44 41 85

－ 0.8% 0.7% 1.5% 　平均伸び率０．７５％

２　その他増収要素
①　駅前広場や都市計画道路の整備
②　大規模マンションの建設等
③　臨海部の活性化
④　企業との連携によるエコ通勤
⑤　ラッピングバスの増車
⑥　乗車券制度の改善

２
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２ 営業所の管理委託 
 

項目 内容 
(1) ニュー・ステージプ 

ランの取組 
 

平成 19 年度及び 20 年度の 2 箇年で段階的に上平間営業所の

管理委託を実施 

(2) 効果 乗務員等退職者不補充や市長部局への出向により、計画どお

り職員数を削減 
ただし、乗務員の一部局内配転等により、委託効果（試算）

は全て発生してはいない 
 

(3) 管理委託の要件緩和 平成 20 年 2 月から、管理の受委託について安全に関する一

定の制限のもと要件が緩和されており、委託範囲が車両数等

の 1／2 から 2／3 に拡大 
 

(4) 管理委託計画 
 

① 収支が悪く、かつキロ当り損益、営業係数が悪い営業所

② 乗務員の退職者の推移と余剰人員対策 
③ 実施期間は 2～3 年程度 
 
① 余剰人員対策 
② 委託管理業務量の増加 

(5) 課題 
 

③ 受託事業者の職員採用 
④ 運行管理の徹底 
⑤ 安全運行の確保 
⑥ お客様サービス水準の維持・向上 
 

     
（参考） 市バス営業所の現状 

正規乗務員数（人） 営業所 車両数 
（両） 乗務員 事務 

技術 
その他 計 

収支見込 
（百万円）

キロ当

り損益

（円） 

営業 
係数 

塩浜 96 176 23 4 203 ▲525 ▲137.0 133.0
井田 61 113 20 3 136 ▲337 ▲146.6 132.8
鷲ヶ峰 90 159 23 2 184 ▲43 ▲11.9 107.8
＊営業所の体制は平成 20 年 4 月現在 
＊収支見込等は平成 19 年度見込み 
 

３ 



 

３ 路線の委譲 
 

項目 内容 
(2) ニュー・ステージ 

プランの取組 
 

平成 18 年度に、2 路線を競合する民営バス事業者に委譲 
 
 

(2) 効果 乗務員の退職動向に合わせて 2 路線を委譲し、職員数の削減と

収支の改善 
 

(3) 委譲路線の条件 
 

① 直営路線の中で収支が悪く、かつキロ当たり損益、営業係

数が悪い路線 
② 民営バス事業者の路線と競合率が高く、輸送分担率が低い

路線 
③ 民営バス事業者の路線と起終点が同じか、ほぼ同じ路線 
④ 乗務員の退職動向に見合った規模の路線 
 

(4) 課題 
   

 
 

① 余剰人員対策 
② 委譲先の職員採用計画 
③ 市バスのネットワークと改善効果 

 
 
 
（参考）乗務員の退職者の推移 

 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 
定年退職 12 9 12 10 4 11
普通退職 3 3 3 3 3 3
計 15 12 15 13 7 14

 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 



 

その他想定される経営改善策 

 

１ 人件費の削減 

(1) 初任給基準の見直し（新規採用職員の初任給基準の引下げ） 

(2) 特殊勤務手当の見直し（中休手当の廃止） 

(3) 経営状況等を勘案した人件費の見直し 

 (4) 嘱託職員の活用（短時間運転手等の活用） 

 (5) 本局管理部門の業務委託化 

 

 

 

２ 経費の削減 

(1) 委託業務全般の見直し（外注誘導業務等） 

(2) 建設改良費の削減（広告付上屋の拡充による通常上屋整備の削減） 

(3) 契約方法の見直し 

  

 

 

   

 

５ 


